
宅建業者である買主が売買代金を支払わな

いとして、売主が宅建業保証協会に対し認証

を請求した事案において、売主の請求は売買

代金ではなく精算金の性質を有するものであ

り宅建業法64条の８第１項所定の「その取引

により生じた債権」には当たらないとされた

事例（東京地裁　平成22年９月９日判決　棄

却　ウエストロー・ジャパン）

１　事案の概要

� Ｘは、平成14年ころ、本件各不動産のリ

フォームをＡ社に依頼してから、Ａ社の代表

者であるＢと知り合い、平成15年４月17日に

は、ＸとＢの共同出資によりＣ社を設立し、

また、Ｘは、Ｄ社の代表者に就任するなどし

ていた。

� Ｘは、平成19年ころになると個人債務の

支払が滞るようになり、Ａ社に対して債務整

理のために本件各不動産を売却したいと依頼

した。また、Ｘは仕事を探していたことから、

Ａ社から仕事を斡旋してもらうこととした。

� 同年７月６日、Ａ社は、本件各不動産に

つきＸから所有権移転登記を受け、信用金庫

から6,000万円を借り入れて本件各不動産に

抵当権を設定した。

Ｘは、本件売買代金の一部をＡ社から受領

して自己の債務の弁済に充てた。

� Ｘは、Ａ社から、本件各不動産の転売先

が見つかるまで居住することを認められ、そ

の後転売先が見つかったとしてＡ社から退去

を求められ、賃貸マンションに転居し、併せ

て新居を探すようＡ社に依頼した。

� Ｘは、同年12月28日、Ａ社からマンショ

ンを1850万円で購入し，平成20年１月から同

マンションで居住を開始した。

� Ｘは、平成20年３月ころ、Ａ社を相手方

として本件売買の残代金の支払を求める調停

を東京簡易裁判所に申し立てた。

� Ｂは、３月31日及び４月30日、本件売買の

残代金1199万7650円の内金として、23万5992

円をＸ名義の預金口座に二回振込入金した。

	 同年６月ころ、Ａ社は、Ｘに対し、代理

人弁護士を通じて破産手続準備中であること

を通知した。


 Ｘは、同月24日ころ、Ａ社及びＢに対し、

本件売買の残代金4000万円の支払を求める別

件訴訟を当庁に提起した。

別件訴訟は、平成21年１月15日の第４回口

頭弁論期日において、Ｘが請求額を1199万

7650円に減縮して、Ａ社及びＢがこれを認諾

することにより終了した。

� Ｘは、宅建業法に基づく営業保証金相当

額の弁済業務等を目的とする宅建業保証協会

Ｙの会員であるＡ社に対して自宅の不動産を

売却したにもかかわらず売買代金を受け取っ

ていないとして、Ｙに平成20年11月４日付け

で苦情解決申出を行い、平成21年３月12日付

けで宅建業法64条の８第２項に基づき弁済業

RETIO. 2011.  7 NO.82

178

（東京地判　平22・９・９　ウエストロー・ジャパン） 松木 美鳥

最近の判例から 


－保証協会の認証－

精算金は宅建業法64条の８第１項にいう「その取引
により生じた債権」に当たらないとして、保証協会
への認証請求が棄却された事例



務保証金から弁済を受ける金額として1000万

円を認証すべきことを申し出たが、Ｙから認

証を拒否されたことから、宅建業保証協会Ｙ

に対し、本件申出に係る債権額1000万円の認

証を請求した事案である。

２　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求を

棄却した。

� ＸとＡ社ないしＢとは、共同してＣ社を

設立するなど、本件売買以前からリフォーム

契約の当事者にとどまらない関係にあったも

ので、本件売買に際しても、単に本件各不動

産の売却を依頼しただけでなく、Ｘの債務整

理という目的を示して協力を要請し、当時無

職の原告が仕事の斡旋を受けるという援助ま

で得ている。そして、これらＸとＡ社との関

係に加えて、本件売買の残代金の決済当日に

本件各不動産につきＡ社への所有権移転登記

手続がなされ、ＸもＡ社から本件売買の残代

金の一部を受領して自己の債務の弁済に充て

るなどしていることが認められ、残代金の支

払に関してトラブルが発生したことは窺われ

ないのであるから、これらの事実を総合する

と、ＸとＡ社は、本件売買の残代金は同日に

支払済みであるとした上で、その後に行われ

るべきＸの転居先の購入や貸借関係の精算等

に備えて、残金がＡ社に留保されることに合

意したものと認めるのが相当であり、このこ

とは、Ｘ名下の印影がＸの印章によるもので

あることが当事者間に争いがなく、その印影

がＸの意思に基づいて顕出されたものと推定

されるから、真正に成立したものと推定すべ

きで、Ｘがこれらの精算関係を確認している

ことからも肯定できるものといえる。

そうすると、ＸのＡ社に対する本件売買の

残代金相当額の返還請求権は、単に本件売買

を原因とするものではなく、上記精算合意を

も原因とする精算金返還請求権の性質を有す

るものと解するのが相当である。

� また、Ｘは、Ａ社ないしＢが、別件訴訟

において認諾した限度で、Ｘが本件売買の残

代金の請求権を有することを認めていたと主

張するが、Ａ社ないしＢは、前記認定に係る

精算合意を前提として控除した残額を本件売

買の残代金として認めているものにすぎない

から、これをもって前記認定を覆すには足り

ないものというべきである。

� Ｘ主張のＡ社に対する請求権は、法64条

の８第１項所定の「その取引により生じた債

権」にはあたらないものと認めるのが相当で

ある。

３　まとめ

本判決は、Ｘが本件売買の残代金の請求権

を有することを認めていたと主張するが、Ａ

社ないしＢは、前記認定に係る精算合意を前

提として控除した残額を本件売買の残代金と

して認めているものにすぎず、精算金である

として、宅建業法64条の８第１項所定の「そ

の取引により生じた債権」には当たらないと

された事例で実務上参考になるといえよう。

なお、「その取引により生じた債権」の意

義については、最高裁判例（最一小平成10・

６・11判決　判ﾀ983 -179、判時1649 -110

RETIO 37）において「宅建業に関する取

引を原因としてこれと因果関係を有する債権

を意味し、具体的には、宅建取引に関する契

約、その解消及びこれらの不履行、取引の際

の不法行為等により生じた債権を指す」とさ

れ、「契約により約定された違約金」は含ま

れるとしている。一方、本件と同様、含まれ

ないとしたものには、「売買契約前に支払わ

れた預かり金の返還請求権」（東京地裁平成

10・３・30 RETIO47）があるので併せて

参考とされたい。
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